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お問い合わせ 総務部企画財政課 統計係　☎945-4533

よくわかる! 国勢調査!

　調査事項にはすべて重要な意味が込められています。みなさまが回答する一つ一つがこれか
らの日本や西原町を作っていくことになります。みなさまのご協力よろしくお願いします。

　今年の10月１日に国勢調査が行われるまで、あと２か月になりました。今月は、国勢調
査の調査項目について、お知らせします。

世帯に関する項目
① 世帯の種類
② 世帯員の数
③ 住居の種類
④ 住宅の建て方

（④は調査員記入項目）

【計4項目】

　今年の国勢調査は計17項目の調査事項があります。今回の調査は前回
（2010年）の大規模調査に比べて調査項目の少ない簡易調査となってお
りますので、ご協力よろしくお願いします。

■国勢調査の大規模調査と簡易調査って何が違うの？
○大規模調査…西暦の末尾が０の年（2000年、2010年等）に行われます。前回（2010年）調査では、
通勤の際の交通手段、最終学歴及び家の床面積等も調査対象で、20項目を調査していました。

○簡 易 調 査…西暦の末尾が５の年（2005年、2015年等）に行われます。大規模調査に比べて
調査項目が少なく17項目の調査となります。

■今回の国勢調査の調査項目にはこんな意味があります。
急速に進む少子高齢化の実態を明らかにす
ること

住んでいる全ての人を調査し、実際の人口
を明らかにすること

国際化に伴う外国人世帯の増加を明らかに
すること

前回の調査（2010年10月1日）の半年後に
発生した東日本大震災の影響による人口移
動の状況に関する実態を明らかにすること

都市圏への人口集中と地方圏からの人口流
出を把握し、過疎化等の実態を明らかにす
ること

産業・職業等の就業構造の変化を明らかに
すること

自転車運転者講習制度の流れ

　自転車運転者（14歳以上）が、信

号無視や酒酔い運転などの危険行為

をくり返す（3年以内に2回以上）

※危険行為による自転車事故を含む

　交通の危険を防止するため、公

安委員会が自転車運転者に講習を

受けるように命令（受講命令）

受講命令に従わない場合

講習の受講

　○講習時間：3時間

　○講習手数料：5,700円

受講命令違反

　○5万円以下の罰金

お問い合わせ 沖縄県警察本部　☎862-0110

自転車安全利用五則を守りましょう !
① 自転車は、車道が原則、歩道は例外（※例外：13歳未満、70歳以上の方等は走行可能）
② 車道は左側を通行
③ 歩道は歩行者を優先し、車道寄りを徐行
④ 安全ルールを守る（飲酒運転の禁止、二人乗り・並進の禁止、夜間のライト点灯、交差点の一時停止・
安全確認、片手運転の禁止）

⑤ 子どもはヘルメットを着用

「年金情報流出」を口実にした犯罪にご注意ください!

※流出が確認された方への新しい基礎年金番号は、郵送でお知らせします。
※ご自分の情報が流出しているのではないかなど、ご心配の方は下記専用電話窓口または
お近くの年金事務所へご相談ください。

　日本年金機構を名乗って口座番号を聞き出そうとする者や、「流出した個人情報を削除
してあげる」と持ちかけてくる者が現れています。日本年金機構がこの件でお客さまに、
　電話やメールで連絡することは、一切ありません。
　お金やキャッシュカードを要求することは、一切ありません。
　ATMの操作をお願いすることは、一切ありません。

●日本年金機構  専用電話窓口（通話料なし）  ☎0120-818211 受付時間 8：30～21：00（平日及び土日）
●浦添年金事務所　☎877-0343　　受付時間　8：30～17：15（平日）

お問い合わせ 福祉部健康推進課 後期高齢者保険給付係 国民健康保険係　☎945-4791

医療費還付金などの詐欺にご注意ください!

 自転車運転者講習制度が始まっています

■「還付金詐欺」の被害にあわないために
●医療費等の還付や高額療養費の支給等のため、役場より申請書の提出や通知も無く電話だけで連絡すること
はありません。また、ATMの操作や、特定の口座を指定して振込みを求めることはありません。

●電話には即答せずに、相手の身分や氏名を確認する。
●電話があったことを、家族や役場などに相談する。
※不審な電話や訪問があった場合は、下記までお問い合わせください。

　医療費などの還付金払い戻しを口実に現金をだまし取る詐欺事件が、沖縄県内および西原町で発生してい
ます。「医療費の過払い金があります。近くのATMまで行けますか」と電話で促し、県外の口座に現金を振
り込ませるというものです。
　西原町役場及び各行政機関において、今回の事件のような対応はしておりません。ご注意ください。

世帯員に関する項目
① 名前　　② 性別　　③ 世帯主との続柄　
④ 出生の年月　　⑤ 配偶者の有無　　⑥ 国籍
⑦ 現在の場所に住んでいる期間
⑧ 5年前に住んでいた場所
⑨ ９月24日から９月30日までの１週間の仕事について
⑩ 従業地または通学地
⑪ 勤めか自営かの別（雇用形態）
⑫ 勤め先の名称及び事業の内容（産業）
⑬ 本人の仕事の内容　　　　　　　　　　 【計13項目】
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